
資料 1 9 

現行老人保健制度における 費用負担構成 
( 平成「 9 年度推計 ) 

  

現行老人保健制度では、 一定以上所得者 ( 現役並みの所得があ る者 ) に係る給付費を 除き、 給付費に 
対し 5 割の公費負担がなされている。 

l@l 

  うち 4% 険 栄井   4. 5 兆円 (40.@ 8%) 

( 注 ) 平成 1 4 年 1 2 月「厚生労働省試案」に 基づく推計値であ る。 
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資料 2 0 
国保制度における 財政調整交付金の 概要 

  国保の財政調整交付金は、 市町村の医療費水準と 所得水準に応じて 財政調整を行う 仕組みとなっている。 
  

市町村国保の 負担の概念図 ( 全国べース ) 

調整交付金 

保 
9% 

険 

半井 

等 

定率国庫負担 

34% 

50% 

都道府県 
調整交付金   

7% 

｜ 

( 注 ) 平成「 7 年度においては、 
定率国庫負担 36% 
都道府県財政調整交付金 5% 

｜ 

整 交付金 ( 概ね 7% 分 主   
左図の 

十 

・当該市町村の 医療費水準、 
所得水準に応じた 理論上の 

十 

・全国レベルでの 調整にあ 

たり、 当該市町村の 保険 
給付費のうち 本来保険料 
により賄 う べきとされる 

額 

特別調整交付金 ( 概ね 2% 分サ 

・画一的な測定方法によっては 措置できない 特別の事情が 
あ る場合に 、 そ 山事情を考慮して 交付する。 

，特別な事情としては、 次のようなものがあ る。 
ア 災害等に よ る保険 胎け j 減免 額 があ る場合 

ィ 原爆被爆者に 係る医療費が 多額であ る場合 等 

---+  老 憧萱 府県調整交付金 仁 % 分 注 

・都道府県が、 都道府県内 ひ ) 市町村が行 う 国民健康保険の 

財政を調整するもの ， ( 平成 1 7 年度より導入 ) 
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資料 2 1 

国保加入者のうち 老人医療受給対象者の「 人 当たり所得の 都道府県別比較 

国保加入者のうち 老人医療受給対象者について、 都道府県別に 所得水準を比較すると、 最高は東京都の 
約「「 5. 6 万円、 最低は秋田県の 約 3 4. 2 万円、 全国平均は約 6 6. 5 万円であ り、 最高と最低 と 

で 約 3. 4 倍の格差があ る。 

  コ ヒラ 毎五直   54.5 

青森県 42.1 

岩手県 43.8 

宮城県 55.1 

秋田県 3  4  .2 

山形県 4  5  .5 

ネ @ 厚事携美 4  7  .5 

茨城県 5  4  .8 

朽シ ネ二県 58.5 

右半 ァ焉 ! 黒 55.1 

埼玉県 88.1 

  千葉県   76.0   

( 単ィ立 : 万 Ⅰ コ )   

  滋 賀県   5  9  .9   

京者 Rl 存 63.2 

大阪府 7  0  ． 2 

兵庫県 63.1 

奈良県 77.9 

手口部 て 山県 4  7  .7 

，鳥取県 48.7 

島根県 46.2 

岡山県 46.5 

広島県 6  Ⅰ・ 9 

山口県 48-8 

徳島県 4  5  .9 

香川県 52.3 

愛媛県 47.4 

高知県 46.0 

キ冨厄司峠哀 56.2 

  佐賀県 5  Ⅰ． 1   

長崎県 43.2 

熊本 県 44.3 

大分県 4  Ⅰ・ 3 

宮崎県 3  7  .2 

鹿児島県 36.1 

沖縄県 62.2 

全国平均 66.5 

注 : 国民健康保険実態調査 ( 平成 14 年度 ) よる市町村国保の 旧ただし書き 課税標準額 
( 平成 13 年 ) であ る。 
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資料 2 2 

国保加入者の 7 5 歳以上の者に 占める 8 5 歳以上の者の 割合の都道府県別比較 

国保加入者の 7 5 歳以上の者に 占める 8 5 歳以上の者の 割合について、 都道府県別に 比較すると、 最高 
は沖縄県の約 3 0    6% 、 最低は埼玉県の 約 2 2. 5% 、 全国平均は約 2 4. 1 % であ り、 最高と最低 

との格差は約「． 4 倍であ る。 

青手旧日明美 24.1@ % 

重囲矢口県 2  3  .3  Ⅸ 0 

" 三三 % 垢毛 24.3%0 

出典 : 国民健康保険実態調査 ( 平成 14 年 庄 
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85 店 轟珪 上上ノ ア 75% 襄尼 上上 
滋 賀県 24-2% 

ま 芸者 ト Ⅱ 守 26.1 % 

プ 二り 反 片子 23-6% 
三毛 珪軍芽註 23.8% 

奈良県 24.6% 
辛口許 欠 L 山県 24.9% 

， 鳥耳 2  県 25.5% 

直幸木良美幸 26.5% 。 

厄日 ロコ 男手 26.3 Ⅸ。 

圧 く % 寺呼訊 26.0% 

山口 ! 具 25.2%0 

桁悪厚毒実幸 26.0% 

香 Jll 県 25.3 Ⅸ 0 

愛ゑ瑳県 25.0% 

元詩矢口県 25.6% 

字 冨岡 県 24.4% 

佐賀県 25.5% 

士 寺山寺 斉菩 24.5 Ⅸ 0 

茸眞材 三垢 毛 26-2% 

大分県 24.6% 

巨酊 山寺 県 25.0% 

届再り毛 鳥籠 早 2  4  .9  % 。 

; 中卒 竃 5% 毛 30.6% 

・ イ叶言十 24.1@ % 

） 



④保険者 

( 基本方針 ) 

新たな制度の 保険者については、 後期高齢者の 地域を基盤とした 生活実態や安定的 

な 保険運営の確保、 保険者の再編・ 統合の進展の 状況等を考慮する。 

( 論点 ) 

ア 
  

後期高齢者の 生活実態等 

保険者の在り 方については、 後期高齢者の 大半が地域を 基盤とした生活実態が 

あ ることや、 地域の医療費水準に 見合った保険料水準の 設定及び医療の 地域特 

性を踏まえた 質の高い効率的な 医療サービスの 提供という医療保険制度改革 

の 基本的考え方を 踏まえるべきではないか。 
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資料 2 3 

高齢者の年齢別 E 療 保険制度加入者数 ( 再掲 ) 
( 平成 1 9 年度推計 ) 

  

7 5 歳以上の者のうち 被用者保険の 本人として雇用されている 者の割合は、 2. 1% に 過ぎず、 
大半が地域を 基盤とした生活実態があ る。 

  

( 単位 : 万人 ) 

 
 

制度計 

国保 被用者保険 

被扶養者 

75 歳以上 1,200 920 260 240 

(  100.0%  ) (  76.7%  ) (21.7%) (  20.0%  ) 

65 ～ 74 歳 1,400 1,100 300 170 

(100.0%)  (78.6%)  (21.4%)  (12.1%) 
計 ：。 13,000 5,100 7,600 3,800 

(100 ． 0 Ⅵ。 )  (39.2 Ⅵ 0)  (58.5 Ⅵ。 )  (29.2 Ⅸ 0) 

( 注 1)65 ～ 74 歳の者のうち、 約 「 00 万人は老人保健制度の 対象者 ( 寝たきり ) であ る。 

( 注 2) 平成 14 年 12 月「厚生労働省試案」に 基づく推計値であ る。 
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安定的な保険運営の 確保等 

保険者の在り 方については ，被保険者の 把握 ( 適用・徴収 ), 保健医療サービ 

スの 提供 ( 保険給付・保健事業 ) 、 安定的な保険運営の 確保 ( 保険料率決定・ 

審査支払 ) といった保険者に 求められる機能を 踏まえ、 最大限保険者機能が 発 

揮 できるような 保険者の在り 方を目指すべきではないか。 

いかなる保険者とする 場合であ っても、 保険者のリスクを 可能な限り軽減する 

対策を講ずることが 必要ではないか。 
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資料 2 4 

現行制度における 保険者の機能 

  

保険者機能は、 被保険者の把握 ( 適用・徴収 ) 、 保健医療サービスの 提供 ( 保険給付・保健事業 ) 
及び安定的な 保険運営の確保 ( 保険料率決定・ 審査支払 ) に大別される。 
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・被保険者等の 疾病・負傷に 関し療 

養の給付等を 行 う 

・被保険者等の 健康の保持増進のた 
めに必要な事業を 行 う よ う に努 

めなければならない 

・保険料率については、 政管健保は 
法律で規定されているが、 健保組 
合は法定の範囲内において 厚生 
労働大臣の認可を 受けて決定 

・審査支払は 社会保険診療報酬支払 
基金に委託しているが、 支払基金 
への再審査が 認められている 

・被保険者の 疾病・負傷に 関し療養 

の給付等を行う 

・被保険者の 健康の保持増進のため 
に必要な事業を 行 う よ う に努め 

なければならない 

・保険料については、 各市町村が条 

例で定める 
・特別の理由があ る者に対し、 保険 
料の減免等を 行 う ことができる 

・審査支払は 国民健康保険団体連合 
会 に委託しているが、 国保連への 

再審査が認められている 
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資料 2 5 

介護保険制度における 保険者のリスク 軽減対策 
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( 財政安定化基金の 仕組み ) 

Ⅰ
 
｜
 

保険料未納 

li- 

保険料の見 込 違い等による 財 

政 不足についで 基金より必要 
給付費 増 な 資金を交付・ 貸付 ( Ⅹ 2) 

    

  
国 ( 平均 )25% 

国
庫
負
担
等
の
負
担
 

金
 
・
交
付
金
に
つ
い
て
 

は
 実
績
べ
 ー
 
ス
で
精
算
 

/" / Ⅰ   
@ ノ ' 

- - - - - - - - - - - - - 「 

    
  
  
  

        '" Ⅰ ヨ一   

@ 給付費に対する 拠出率 @ 
  
  
  ( 標準割合 ) ; 

      援 手事Ⅰ 手 主用 :0. 5%   
  
  

;  第 2  期     0    「 % 
  
  

  
  
  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -     

Ⅹ「 調整交付金の 交付割合によって、 各市町村における 第 1 号 被保険者の負担割合も 変動する。 
米 2 交付 :3 年ごと ( 事業運営期間最終年度 ) に、 財政不足 額 のうち、 原則として保険料収納 額の 「 /2 を交付。 

貸付毎年、 原則として保険料収納不足及び 給付費増による 財政不足額の 全額 ( 交付があ る・ときは交付額を 除いた 額 ) を貸付。 
貸付額の償還は 、 次の事業運営期間に、 保険料を財源として 行 う 。 
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Ⅹ年度の上半期は、 前年度下半期の 額を 

暫定的に天引き ( 仮 徴収 ) 

対象年金 
・ 老齢基礎年金 

・ 旧法の老齢年金・ 退職年金 

対象者数 ( 平成 14 年 4 月時点 ) 

・ 約 「， 985 万人 ( 全体 2, 331 万人 ) 

・ 「 号 被保険者の約 85% 

介護保険料の 収納率 
・ 平成 12 年度 :98. 7% 

， 平成 13 年度 :98. 6% 

・ 平成 14 年度 :98. 4%  ( 収納率「 00% 保険者「 68) 
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[ 見直しの方向性 ] 
( 市町村から要望多数 ) 

・特別徴収対象範囲を 遺族 

年金・障害年金へ 拡大 

( 対象者の増加 ) 

・特別徴収対象者の 捕捉 

回数を拡大 
( より早期に特別徴収対象と 
なるよう事務の 見直し ) 



資料 2 6 

国民健康保険制度における 保険者のリスク 軽減対策 

0 国保制度においては、 低所得者の保険料軽減に 対し公費により 保険者を支援している。 

0 また、 高額な医療費の 発生に対しては、 国 ・都道府県・ 市町村が共同で 費用を負担すること 
により、 リスクの軽減を 図っている。 

( 保険基盤安定制度 ) 

保 
険 
木耳 

住民税所得 割 非課税ライン 程度 
  
  

額 
  
  
  
  
  
  店台目 分 
  
  
  ( 所得 割 ) 
  
  
  
  
  
  

7 割軽減 5 審Ⅱ 2 害 Ⅱ 

(4 害の 
  

(6 審 1j) 
  
  応 祐介   
  
  
  ( 被保険者均等割、 世帯別平等割 ) 
  
  

公費補填 3, 833 億円 ( 「 7 年度予算 ) 

( 都道府県 3 Ⅰ 4: 市町村「Ⅰ 4) 

- 十所得 
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( 高額医療費共同事業 ) 

O 

各 

都 

高額医療費 (70 万円以上 ) の発生による 国保財政の急激な 影響の緩和を 図るため、 

市町村国保からの 拠出金 ( 国及び都道府県がそれぞれ「Ⅰ 4 を負担 ) を財源として、 
道府県単位で 費用負担を調整。 

米 70 万円を超える 額を対象 

市町村保険者 
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保険者の再編・ 統合の進展の 状況等 

保険者の在り 方については、 既存の地域保険であ る国保の再編・ 統合など保険 

者の再編，統合の 進展の状況や 今後の再編・ 統合の方向性を 考慮する必要があ 

るのではないか。 



資料 2 7 市町村合併の 進展状況 

  0 全体として合併が 進展したが、 その進展状況は 地域によって 格差があ る。   
平成Ⅱ年度 未 平成 ] 6 年度 未 平成 ] 7 年度末 

ゴヒ 3 行 五直 2 Ⅰ 2 208 180 

青森県 67 48 40 

岩手県 59 58 35 

宮城県 7 Ⅰ 69 36 

秋田県 69 42 25 

山形県 44 44 35 

キ 雷丘 寺児去 90 85 6 Ⅰ 

茨城県 85 62 44 

栃木県 49 44 33 

群馬県 70 58 39 
埼玉県 92 89 7 Ⅰ 

千葉県 80 77 56 

東京都 40 39 39 

神奈川県 37 37 35 

新潟県 ⅠⅠ 2 65 35 

富山県 35 27 Ⅰ 5 

石川県 41 22 Ⅰ 9 

福井県 35 28 Ⅰ 7 

山梨県 64 38 29 

長野県 120 1 1 1 81 

岐阜県 99 47 42 

静岡県 74 68 42 

愛知県 88 87 64 

三重県 69 47 29 

( 注 ) 申請済みべ ー スでの合併状況 ( 出典 : 平成「フ年 4 月 14 日付け総務省 
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某
某
 

呆
呆
呆
某
某
某
某
某
某
局
 

県
 

 
 

 
 

平成Ⅱ年度 未 平成 ] 6 年度 未 平成 ] 7 年度 味 

50 33 26 

44 39   28 
44 43 43 

91 77 41 

47 46 39 

50 49 30 

39 20 Ⅰ 9 

59 29 2 Ⅰ 

78 34 29 

86 29 23 
56 33 22 

50 38 24 

43 35 1 8 

70 27 20 

53 48 35 
97 85 69 
49 35 23 
79 5 Ⅰ 23 

94 68 48 

58 28 Ⅰ 8 

44 44 3 Ⅰ 

96 78 49 

53 52 41 
3, 232 2. 521 Ⅰ， 822   
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(2) 前期高齢者医療制度 

( 基本方針 ) 

  前期高齢者については、 国保又は被用者保険に 加入することとするが、 制度間 

の 前期高齢者の 偏在による医療費負担の 不均衡を調整し ，制度の安定性と 公平 

性を確保する。 その際、 給付の在り方等についても 検討する。 

  高齢者については、 現役世代との 均衡を考慮した 適切な保険料負担を 求める 

( 再掲 ) 。 

( 論点 ) 

ァ 医療費負担の 不均衡の調整 

  医療費負担の 不均衡の調整については、 国保と被用者保険の 間は，共通の 所得 

捕捉が困難であ る現状を考慮すれば ，加入者数に 応じた負担とせざるを 得ない 

のではないか。 

一 5 0 一 



イ 保険料負担 

・ 受益と負担の 公平の観点から、 個人単位の保険料負担とすることについてど う 

考えるか。 高齢者については、 定型的な年金収入があ ること及び現役世代より 

も 高い受益 (E 療費 ) があ ることに着目して、 個人単位で保険料負担を 課すべ 

きではないか。 

一 5 Ⅰ 一 



ウ 公費負担 

・基本方針及びその 閣議決定時の 経緯などを踏まえ ，公費負担の 在り方について 

どのように考えるか。 

一 5 2 - 



(3) その他の論点 
ァ 国保及び被用者保険の 保険者の参画 
  高齢者医療制度の 運営について、 運営協議会の 創設等により 国保及び被用者 保 

険の保険者が 参画できる仕組みを 設けるべきではないか。 

イ 
  

適正化のインセンティブ 等 

保険者の適正化努力を 促す仕組みが 必要ではないか。 
若齢期から高齢期まで 各々の年齢に 応じた保健事業を 推進する体制を 具体的 
にどのように 整備するか。 

ウ 
  

  

患者負担 
基本方針の閣議決定時の 経緯、 世代間の公平の 観点、 、 7 0 歳を境として 定率 負 
担が異なることなどを 踏まえ、 高齢者の患者負担についてどのように 考えるか 
高齢者の患者負担の 在り方を検討する 一環として、 自己負担が高額となる 場合 
の 限度額の在り 方、 さらには基本方針として 閣議決定されている「医療給付と 
介護給付の自己負担の 合算額が著しく 高額となる場合の 負担の軽減を 図る仕 
組み」を創設するため、 著しく高額となる 場合の具体的水準、 自己負担額を 合 

算するための 事務処理の方法などについて 検討する必要があ るのではないか。 

  




